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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況 更新 

 
■内部統制システムの整備・高度化 
内部統制の整備・高度化の根幹となる方針として「グループ内部統制基本方針」を制定するとともに、経営会議の諮問機関として

「内部統制検証委員会」を設置し、内部統制に関する幅広い事項について組織横断的な視点から審議を重ねています。 
また、財務報告の信頼性向上を図るため、相互会社である当社も上場会社に義務づけられている財務報告に係る内部統制報告制度
へ自主的に準拠することとし、諸規程の制定などの体制を整備しています。2023 年度決算に関しても、内部統制状況の社内評価等

の実施により開示すべき重要な不備がないことを確認のうえ内部統制報告書を作成し、監査法人による内部統制監査報告書を取得
しています。 
内部管理態勢の整備に関しては、内部管理が適切に行なわれているかの視点から法令等遵守・リスク管理全般の点検を行なう「内

部管理推進担当」等を全組織に配置しています。「内部管理推進担当」等を中心に、各組織で内部管理態勢を自ら確認する「内部
管理自己点検」を実施し、あわせて、迅速な検証・指導が可能となるシステム基盤を整備して自己点検後のフォローアップなどの
強化を進めており、自己点検を通じた適切な業務運営の確保に継続的に努めています。 

 
■内部監査態勢 
 

●基本姿勢 
内部監査を、組織体の目標の達成に資することを目的に、公正かつ客観的な立場で組織体の活動の遂行状況を評価し、助言・提言
等を行なう重要なプロセスと位置付けており、その実効性を確保するため「グループ内部監査基本方針」を定めています。同方針

に基づいて監査委員会の直属の組織として監査部を設置しているほか、同方針等の改正や内部監査計画の策定等は監査委員会の決
議事項とすること、内部監査の結果を監査委員会に報告することなどにより、執行部門から独立した体制を確保しています。 
また、監査委員会が内部統制システムにおけるモニタリング機能を所管する監査部に指揮命令を直接行なえる体制を整備していま

す。 
 
●内部監査態勢の強化 

国際監督規制の強化を見据えたグループベースでの監査部のいっそうの役割発揮に向け、リスクベースかつフォワードルッキング
な視点により、組織のパフォーマンスや品質の向上に資する内部監査態勢の整備・高度化を進めています。 
内部監査の対象は、当社のすべての組織および国内グループ会社の業務全般としており、効率的・効果的な内部監査を実施するた

め、監査委員会の監査計画および監査部によるリスクアセスメントに基づく内部監査計画を策定しています。具体的には、会社と
して設定している重要リスクへの対応状況や中期経営計画の実施状況等について、グループ会社も含めて組織横断的に検証するテ
ーマ監査を中心に、効果的・効率的なリスクベース監査を推進しています。 

なお、会議資料等の検証によるオフサイト・モニタリングを適時・適切に行ない、リスクアセスメントに反映しています。内部監
査の結果やその後の改善状況は、適時・適切に監査委員会、取締役会、代表執行役社長および経営会議等に報告しています。また、
国内の主要なグループ会社に設置している内部監査部署に対して指導・助言等を行なうほか、海外保険グループ会社とも適宜連携

するなど、グループとしての内部監査態勢の強化にも努めています。 
 
●内部監査品質の維持・向上 

内部監査の専門性の維持・向上を図るため「教育・育成プログラム」を定めて継続的に研修を行ない、内部監査における国際的な
団体である内部監査人協会（ＩＩＡ）が認定する「公認内部監査人（ＣＩＡ）」資格の取得等による専門人財の育成に努めていま
す。なお、きわめて専門性の高い分野については、監査法人等の社外の専門家を活用しています。 

また、内部監査品質の継続的な維持・向上を図るため、定期的に品質評価を行なっています。2018 年度から内部監査結果の品質を
公平性、納得性、妥当性の観点から評価する専任の担当者を設置しています。2023 年度には第三者機関（監査法人）に評価を依頼
し、ＩＩＡが定める国際基準への適合性評価において最上位の評価となる「一般的に適合している」を受けています。 

 
■情報管理・個人情報保護 
情報管理の取組みとして、執行役の意思決定、および職務執行に係る情報(経営会議等、各種会議の議事録および資料等)について、

「コンプライアンス基本規程」、「その他のオペレーショナルリスク管理規程」、「情報管理規程」等に基づいて適切に管理し、「ド
キュメント管理規程」に従い適切に保存および管理を行なっています。 
また、個人情報保護に関する基本的な考え方等を定めた「個人情報の保護に関する方針」を制定し、ホームページ等で開示してい

ます。外部へ業務を委託する場合も含め、情報の取得から廃棄までの各管理段階において諸対策を講じる等、情報管理態勢の整備
を推進し、あわせて各種書類のペーパーレス化により、情報漏洩リスクの低減に取り組んでいます。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況 

 

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策をはじめとした金融犯罪対策および反社会的勢力との関係遮断を推進・徹底する

ことは、お客さまや社会から信頼いただける会社づくりのための重要事項であるとともに、企業としての社会的責任であると認識
しています。 
そのため、「グループコンプライアンス基本方針」において特に推進すべきコンプライアンス項目として掲げ、コンプライアンス

統括部担当執行役を責任者とし、コンプライアンス統括部を中心に適切な措置を講じるよう努めるとともに、「コンプライアンス
検証委員会」において関係各部が定期的に対応状況等の確認を行なっています。 

 

■マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策をはじめとした金融犯罪対策等の推進 
マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策については、金融庁「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガ
イドライン」や、監督当局等によるその他の公表情報をふまえつつ、「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策対応規程」

に沿った管理態勢の高度化を推進しています。 
また、「グループ利益相反管理基本方針」を制定し、当社とお客さま、またはお客さまとお客さま以外の第三者（他のお客さま等）
との間で利益相反が生じるおそれのある取引を適切に管理することで、お客さまの利益を不当に害することを防止する態勢を整備

しています。 


